










































また，日本でも 1936 年に内務省がキノホルムを劇薬指定し，38 年にはキノホルム投与後に下肢














スモンのような症状を示す患者の存在が初めて学会で報告されたのは，1958 年 6 月に開催された
第 63 回近畿精神神経学会で，和歌山県立医科大学内科教授楠井賢造（6）より「重症多発性神経炎を
（1）　ともにスイスのバーゼルで創業したガイギー社（1758 年設立）とチバ社（1859 年設立。バーゼル化学工業の略
称 CIBA を 1945 年に正式名称としたもの）が 1970 年に合併し，チバガイギー社となる。スモン訴訟で被告となる
日本チバガイギー社はスイスのチバガイギー社の 100％出資子会社。1996 年チバ社（チバガイギー社が 92 年改名）







（4）　1781 年大阪創業。1943 年武田薬品工業株式会社と改称。2017 年売上世界第 19 位，国内 1 位の製薬会社。スモ
ン訴訟では，提携していたチバガイギー社製造のキノホルム剤を国内で独占的に販売した責任を問われた。












1964 年 5 月に開催された第 61 回日本内科学会で，京都大学教授の前川孫二郎は「非特異性脊
髄炎症」としてこの疾患を取り上げ，その症状から東京大学第三内科の椿忠雄（7），豊倉康夫らが










だった。1964 年 9 月に社会的な要請から厚生省
は，前川を班長に「腹部症状を伴う脳脊髄炎症の
疫学的及び病理的研究班」（通称：前川班）を発足












（9）　1964 年 7 月 24 日付『朝日新聞』東京版に「五輪ボートコース付近にマヒの奇病続発」と報じられる。戸田市は東
京オリンピックの会場の一つであったため，行政が夏場の感染予防のため下痢止めとして販売されていたキノホル
ム剤を各家庭に配っていた。結果，それを摂取した人々がスモンを患ったため集団発生となったのである。
























「キノホルム服用とスモン発生率に相関関係あり」と厚生省に報告（通称：椿報告），9 月 5 日の第 34




（11）　図１ 1967 年 7 月 5 日に山形県米沢市スモン病患者同盟が厚生大臣に宛てた陳情書参考。
（12）　相良丰光（さがら・よしみつ　1927‐2008 年）　全国スモンの会初代会長。1971 年 5 月 28 日東京地裁で全国初
の訴訟を起こす。








の原点」（『医療』Vol.63，№ 4，2009 年 4 月号，国立医療学会）に，緑便や（緑色毛状苔の生えた）緑毛舌が「疾患原
因解明の糸口，いわゆる『みどりの窓口』となった」と書かれている。　










かにも少なからず存在した。結果，1972 年 5 月 13 日の全国スモンの会第 1 回総会は，会長への批
判で紛糾，7 月 16 日に有志により「全国スモンの会の姿勢を正す会」（以下，姿勢を正す会）が発足
される（図２）。実質的な全国スモンの会の分裂である。結果，東京地裁でも相良以外の被害者た
ちが次々提訴，1972 年 12 月の大阪地裁を皮切りに全国の地裁で提訴が続いた。
この姿勢を正す会の発起人の１人が，新潟スモンの会会長の相馬公平（16）である。1973 年 5 月 19
日，相馬は全国の患者団体に「スモン患者の大同団結」を要請，それを受けて，6 月 24 日，各地ス
モンの会 26 支部代表者によりスモンの会の大同団結をすすめる世話人会を発足。全国組織の一本
化，患者救済統一行動などをめざす新たな全国患者組織を結成することになる。


















そこには，キノホルム販売量が 7,500kg を超えていた 1969 年 7‐9 月の患者発生数がもっとも高く
800 人以上という数値を示している。このように販売数と発生数の相関関係はデータ上あきらかに
もかかわらず，田辺，チバ，武田の 3 社とも因果関係を否定した。















ない通路に 10 日以上座り込みをした。12 月の師走の寒さのなか，手足のしびれ，冷感にさいなま
れながら，患者たちは厚生省前に集まり，彼らに全国から激励の電報がよせられた。「ノーモア・
スモン」と書かれた電報のあて先は，「厚生省玄関前ス全協」（19）となっていた。


































1979 年 9 月 15 日，ス全協と国，製薬 3 社との間で和解確認書が調印される。わずか 9 日前，9
月 7 日には患者たちが求め続けた薬事二法（22）が国会で成立していた。14 日から和解確認書調印の
ための議論がはじまり，15 日午前 4 時，ついに調印を迎えた。当時の厚生大臣橋本龍太郎が陳謝し，















ちであった。1979 年 9 月 15 日以降の闘いは，焦点を「投薬証明のない患者救済」「1 人の切り捨て
も許さない完全救済」を求めるものへシフトしていく（24）。
（7）  和解後も続く薬害根絶運動─薬害被害者救済制度の位置づけ



















ついに姿見せず」（朝日新聞 1979 年 9 月 16 日付）ほか複数紙面で報じられている。
（24）　患者団体のその後の活動の成果として，和解率は 1986 年時点で 98.8％に達したと言われている。
（25）　1979 年 9 月 7 日の薬事二法成立を受け，10 月医薬品被害者救済のため医薬品副作用被害救済基金法成立，80 年
医薬品副作用被害副作用制度運用開始，87 年医薬品副作用被害救済・研究振興基金法に改正，93 年医薬品副作用被
害救済・研究振興調査機構法に改正，2002 年独立行政法人医薬品医療機器総合機構法成立，2004 年 4 月「独立行政














は，総数計 87 箱，403 ファイル，1 万 259 点である。ほとんどが文書資料であるが，横断幕やキノ













































（28）　国際標準記録史料記述一般原則（ISAD(G)：General International Standard Archival Description）。
表１　「0002スモンの会全国連絡協議会・薬害スモン関係資料」アイテム目録の一部
受入番号 0002　スモンの会全国連絡協議会・薬害スモン関係資料（2018年 12月 10日現在）
資料 ID 受入番号 形態記号 箱番号 ファイル番号 アイテム番号 ファイル名 アイテム名










大至急集約し（2 月 20 日まで
に）東京へ
0002-B29-187-5 0002 P 29 0187 5
1977　スモンの会全国連絡
協議会資料
12 月 12 日国・製薬会社との
交渉
























アイテム作成組織名 アイテム作成者 年月日 備考（内容補記） 備考（個人情報，形態など）
スモンの会全国連絡協議会 　 1978 年 3 月 3 日 　
スモンの会全国連絡協議会 1978 年 2 月 3 日 署名集約・送付願い 　
スモンの会全国連絡協議会





スモンの会全国連絡協議会 1977 年 12 月 裏面メモあり
酸性劣化のため，原本別置。
コピーで閲覧可
スモンの会全国連絡協議会 　 　 　












































































































































（33）　「『認定基準は実態無視』水俣病公式確認 62 年『臨床でも問題多い』医師が報告［熊本県］」西日本新聞，2018 年




































（34）　花井十伍「薬害の教訓から考える─薬害エイズと血液行政」『保健医療社会学論集』第 27 巻 2 号，日本保健
医療社会学会，2017 年。
図８　集会ポスター，啓発用リーフレット，ビ
ラなど。本資料群の中心は運動の記録である。
大原社会問題研究所雑誌　№730／2019.818
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